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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　NHK朝ドラ「マッサン」、日本初のウイスキー造りの物語
NHKの朝ドラ「マッサン」が始まった。竹鶴正孝と妻リタの波乱の生涯を描いたもので、北海道の余市にニッカウヰスキーを設立したことも含めてどんなドラマになるのか、興味深く月曜から土曜までほぼ毎日見てきた。最初は、竹鶴正孝の生まれ育った広島県の竹原市が舞台になり、スコットランドから妻リタを連れて帰ることから波乱の幕開けとなり、日本初のウイスキーづくりに向けて大阪に出向くと、ここでもまた困難な条件が目白押し、というわけで、どうやらこの先北海道の余市が舞台になるのは年明けになりそうだ。

余市も期待だが、竹原の思い出は終戦直後の買い出しだった
　どっこい、小生にとっては竹鶴正孝氏の生まれ故郷広島県竹原市には大いに縁があり、時々放映される竹原市の田園風景には特別な思いがある。というのは、小生の生まれた呉市から竹原市まではJR呉線で約30キロ、単線のため約1時間近くかかっていたものの、竹原市には農業と当時は未だ製塩業が盛んで、終戦直後の食糧難の時代に母親に連れられてコメの買い出しや兄たちと共に塩を買いに、列車に乗って竹原の町に出向くことがしばしばであった。当時はまだ3~5歳、汽車賃が無料であったためか、背中に一升ぐらいの米や塩を担いで馬車に乗り込み、「あすこにポリがいる」と闇米取締りの警察官を警戒していた買い出し仲間のなかに自分がいたことなど、懐かしく思い出された。それにしても、広島弁の悠長さには、懐かしさが甦ってくる。どんなドラマになって行くのか、これからの視聴率も気になるところである。
　北電の電力料金の大幅値上げ、泊原発稼働なら値下げとは?!
　さて、北海道電力が電気料金の値上げを認可された。申請したときよりも1.7%引下げ、平均で15.3%という値上げで11月1日から実施するという。やり取りの過程で、泊原発が稼働されれば値下げも検討するとのことであった。家庭用も工業用も大幅な値上げの影響は深刻で、道民生活や道経済が厳しくなることは必至であろう。値上げと原発稼働とのバーター論には、到底納得できない道民が多いに違いない。
　そうした中で、10月10日の北海道新聞のコラム欄である「各自核論」に、大島堅一立命館大教授が「政権の原子力政策」と題して寄稿されている論文に注目した。それは、今安倍政権がエネルギー基本計画で原発維持を決めて以降急速にその具体化に向けた政策の形成が進められている。主要なものとして原子力発電の費用回収方法の再構築と再処理事業への国の関与強化、原発事故賠償の有限責任化の三つで、経済産業省内の審議会(原子力小委員会)や関係副大臣等会議で進行中という。

大島堅一立命館大教授のコラムに注目、原発のリスクとコストを国民や電力消費者に転化、原発を持つほど有利とは不公正競争だ
　結論的には、2018~21年をめどに総括原価方式に基づく電気料金が撤廃される前に、本来電力会社が担うべきリスクとコストのすべてを、国民や電力消費者に転化することを目指している。そうなれば、電力会社にとって原子力は低廉でリスクが殆どない電源となり、原発の新増設すらできるようになると見ている。という事は、原発を持つ事業者程経営が安定し、電力市場での競争が著しく不公正になることは必至だ。さらに大島教授は、その審議をしているプロセスにも問題を指摘し、審議中の原子力小委員会はビデオ中継なし、批判的見解の委員には資料配布が認められなかったり、各委員の発言時間も3分に制限されているとされ、これが文明国家日本の現実とは思えないような実態を明らかにしている。なんとまた、この審議の場に保護を受ける立場の電力会社の役員が専門委員として参加し意見をのべるなど、利益相反の疑いが濃厚だともいう。
かくして大島教授は結論的に、「そもそも、国民にリスクとコストの大部分を負担させてまで原発を維持する意味があるのだろうか。百歩譲って、原子力で利益を上げている電力会社こそが、リスクとコストを引き受けるのが市場経済の原則ではないか」と主張している。
泊原発の稼働を何としても認めさせたい北海道電力の背後にも、このような電力市場を巡る不公正な仕組みがあることも十分理解しておく必要がありそうだ。

G20のワシントン会合、不協和音が目立ち世界経済は難局へ
　さて、経済の動きに眼を当ててみたい。
　世界経済は、アメリカだけがやや好転したものの、ＥＵや日本は停滞気味で新興国の経済も原料価格の低迷もあり、総じて停滞局面にあるようだ。G20の財務大臣・中央銀行総裁会議が9~10日、米ワシントンで開催されたのだが、アメリカが日本やＥＵに対して為替介入による円安やユーロ安を牽制したのに対し、アメリカにはもっと世界経済を牽引すべく財政支出の拡大をするよう積極的な経済政策が求められるなど、今の世界経済の停滞局面を反映して不協和音が目立ち、大した成果が得られないまま終わったようだ。途上国からは、アメリカの金融緩和の出口戦略が悪影響をもたらしかねないとして、慎重な判断を求めたことも指摘されていた。
　アベノミクス、円安の評価を巡って安倍と黒田に微妙な違い
　問題は日本経済である。アベノミクスの始まりからもうすぐ2年近くたとうとしている。異次元の金融緩和から1年半、2年間で2％のインフレの実現がなかなか難しそうだと多くのエコノミストは指摘し始めている中で、黒田日銀総裁の強気の発言が続いている。一方、安倍総理は国会の予算委員会の場で円安問題について日本経済に及ぼす懸念にも言及し、ようやく円安が輸出増加をもたらし、企業の設備投資の増加、雇用の拡大による賃金水準の引き上げによる内需の拡大、と続く景気の良循環にならないことを認めざるを得なくなったようだ。
円安について黒田総裁は、依然として日本経済にはプラスの効果があると強調し、今後も異次元の金融緩和策を継続して行くことを強調している。この点、安倍総理と日銀総裁の円安問題に対する微妙な見解の相違が出始めたようで、今後のアベノミクスの行方にも影響がありそうだ。
日銀短観、円安メリットは製造業・大企業だけ、経団連が高評価
　その点、12日付朝日新聞で、安井孝之編集委員が連載中の「波聞風問」のなかで、円安がもはやメリットではなくリスク要因になったことを指摘されている。これからも円安が続けば、海外からの輸入品の価格が引き上げられ、賃上げが物価上昇に追いつかずに国民生活が悪化していくわけで、到底内需の拡大は望むべくもない。円安で一番のメリットを受けるのは、海外に拠点を移しながら輸出している製造業・大企業だけであり、9月調査の日銀短観でも停滞局面にあるなかで、業況判断は全規模・全産業ベースで2四半期連続で低下しているのに、大企業・製造業だけが改善を示していることにも表れているのだ。大企業・製造業と言えば経団連を実質的に動かしている業態であり、アベノミクスは経団連から大変高い評価を受けていることは、政治献金の開始に見られるとおりである。
　中小企業では、円安で経営悪化する企業も出始めたようだ
　大企業・製造業とは好対照なのが中小企業で、円安が中小企業の経営を悪化させる懸念が出始めているからである。海外からの輸入原材料の値上げに直結し、コストを簡単には吸収できなくなることは十分に考えられる。大企業であれば、海外に展開していくこともできるのだろうが、中小企業にとって「輸出の増加無き円安」は死活問題に直結する。アベノミクスは金融緩和による円安が基軸になっているだけに、安倍総理が円安に対する懸念を強調することもできず、おそらく心の中では動揺し始めているのではないだろうか。
　安倍総理は、来年10月からの消費税率引き上げを決断できるか
　問題は、来年10月からの消費税率の10％への引き上げの決断であり、景気の低迷が続く中で当初の予定通りの引き上げを決断できるのか、どうか、財政規律問題という「前門の虎」と、景気の低迷という「後門の狼」に直面し、進退窮まり始めているのではなかろうか。ここへ来て浜田宏一、本田悦郎氏を始めとするリフレ派の論客が論陣を張り始め、政治家の中では自民党の山本幸三代議士らが、来年10月からの増税に反対する動きを組織し始めたようだ。アベノミクスなるものが今後どう展開していくのか、いよいよ正念場を迎えたようだ。
　年金問題、未納が増えると年金制度は破綻するのか
　年金の問題に移りたい。

　実は、小生とある専門家の間で、年金も含んだ社会保障制度についての論議となり、社会保険と税の関係などを中心に議論が展開されてきた。その中で、国民年金の未納問題が提起され、4割もの未納となっているという事は、年金制度が実質的に破たんしているのではないか、という批判が出されてきた。それとともに、1986年から始まった基礎年金制度の導入は、国民年金の破たんをカバーするものであり、厚生年金や共済年金から国民年金の未納分をカバーする仕組みの導入だ、という指摘もされてきた。もちろん、まだまだ論点は多岐にわたっているのだが、今回はこの二つの問題について考えてみたい。もちろん、自分の考え方を中心に述べていくのでやや主観的な批判になっていることはお許しいただきたい。
　社会保障国民会議で試算、未納が増えても年金財政に影響なし
　最初の国民年金の未納が4割にも達しており、これでは実質的には破綻しているのではないか、というよくある指摘については、2008年にスタートした社会保障改革国民会議のなかで、納付率を95％,80％,60％の3つのケースで財政計算をした結果があり、それによれば未納が4割にも達している60％のケースでも95％納付しているケースでも、年金財政的には殆ど差が出ないことが報告されており、未納が増えれば年金は破綻するという事にはならないことを証明されている、と説明したのだが、なかなか納得してもらえていない。　

　もう既にこの点については勝負がついていると思ったのであるが、まだまだ全体的になってはいないようだ。つまり、国民年金の未納分は国民年金の持っている蓄積してきた基金から建て替えられ、未納分はやがて年金支給しなくなることから、長期的には基金の利息分程度の減額だけに影響するわけで、ほとんどネグリジブルなものでしかない。
この点について、やがて無年金者が増えて、生活保護に入らざるを得ない方が増えることは確かだが、そうならないように年金制度に入ることを積極的に推進するべきだと思う。
国民年金の未納へ厚生・共済年金から財源移転がなされているのか
　もう一つの問題は、実は国民年金の未納分には厚生年金や共済年金の方から国民年金の未納分が持って行かれている、という物で、これまたよくある誤解が展開されている。この点については、基礎年金勘定はそれぞれの年金制度の中で別々に設計されており、国民年金の不足分の補てんとして回されていないのだが、どうしたわけか誤解が信じられているのだ。

　実は、厚生年金（共済年金）の中では、基礎年金部分が定額で設定されており、そのため低所得層のほうが高所得層よりも有利になっていることを指摘し、それは同一世代の中での年金制度を通じた所得再分配が埋め込まれている点を評価したところ、所得再分配機能なるものは証明不能であると批判されてしまい、一度その点を証明できる資料をお見せするしかない、と思った次第である。

　それにしても、年金制度についての基本的な理解が、知識人層に対してすらあまりにも浸透しておらず、厚生労働省内で進められてきた「社会保障の教育推進に関する検討会」の報告書を、高校生に限らず多くの国民が読んで理解していく必要がありそうだ。
もっとも、批判をする方たちのなかには「厚生労働省の欺瞞」といったレッテル張りが得意な方が多いだけに、それもなかなか難しいのかもしれない。
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